
お詫びと訂正 

 

令和２年７月に発行しました「令和２年度市（町・村）税条例（例）」に誤りがありましたの

で、お詫びいたしますとともに下記のとおり訂正いたします。 

 

［正誤表］ 

訂正箇所 正 誤 

66 頁２の２行目 租税特別措置法第六十六条 

の七第四項及び第十項 

租税特別措置法第六十六条 

の七第四項及び第十一項 

71 頁 10 の１行目から６行目

まで 

10 前項の規定により行われ

た同項の申告については、

申告書記載事項が記載され

た納税申告書により行われ

たものとみなして、この条

例又はこれに基づく規則の

規定を適用する。 

10 法第三百二十一条の八第

四十二項に規定する特定法

人である内国法人は、第一

項の規定により、納税申告

書により行うこととされて

いる法人の市（町・村）民税

の申告については、同項の

規定にかかわらず、同条第

四十二項及び施行規則で定

めるところにより、納税申

告書に記載すべきものとさ

れている事項（次項及び第

十二項において「申告書記

載事項」という。）を、法第

七百六十二条第一号に規定

する地方税関係手続用電子

情報処理組織を使用し、か

つ、地方税共同機構（第十二

項において「機構」という。）

を経由して行う方法により

市（町・村）長に提供するこ

とにより、行わなければな

らない。 

 

 

 

 



訂正箇所 正 誤 

72 頁 13 の１行目から８行目

まで 

13 前項前段の承認を受けよ

うとする内国法人は、同項

前段の規定の適用を受ける

ことが必要となつた事情、

同項前段の規定による指定

を受けようとする期間その

他施行規則で定める事項を

記載した申請書に施行規則

で定める書類を添付して、

当該期間の開始の日の十五

日前までに、これを市（町・

村）長に提出しなければな

らない。 

13 第十項の内国法人が、電

気通信回線の故障、災害そ

の他の理由により地方税関

係手続用電子情報処理組織

を使用することが困難であ

ると認められる場合で、か

つ、同項の規定を適用しな

いで納税申告書を提出する

ことができると認められる

場合において、同項の規定

を適用しないで納税申告書

を提出することについて市

（町・村）長の承認を受けた

ときは、当該市（町・村）長

が指定する期間内に行う同

項の申告については、前三

項の規定は、適用しない。法

人税法第七十五条の四第二

項の申請書を同項に規定す

る納税地の所轄税務署長に

提出した第十項の内国法人

が、当該税務署長の承認を

受け、又は当該税務署長の

却下の処分を受けていない

旨を記載した施行規則で定

める書類を、納税申告書の

提出期限の前日までに、又

は納税申告書に添付して当

該提出期限までに、市（町・

村）長に提出した場合にお

ける当該税務署長が指定す

る期間内に行う同項の申告

についても、同様とする。 

 


